米海兵隊グアム協定の要点、問題点
1. 沖縄駐留米海兵隊員とその家族が２０１４年までにグアムに移転することを再確認。

2. 日本政府は米政府に対し、海兵隊のグアム移転費用の一部として、２８億ドルを限度とする資金を提供。

3. 米政府はグアム移転に必要な措置をとる。但し移転は、普天間代替基地の完成に向けた具体的進展にかかり、日本の資金面での貢献が条件。

4. 米政府は、日本が提供した資金をグアム移転事業にのみ使用し、契約終了後に未使用残額を返還。

２００６年5月、日米安全保障協議委員会『在日米軍再編に関する最終報告』を「条約と同レベルの合意に引き上げ、より強い法的拘束力を持たせることを狙った。
ブッシュ・小泉時代の「米軍再編」計画をごり押しすることを確認。ブッシュ政権の地球規模の先制攻撃戦略に日本を組み込み、日本防衛とは無縁の海外遠征司令部機能や機動性が強化され、出撃・補給拠点として恒久化される。
米国領土内の米軍基地強化に日本国民の血税を注入する。世界に例の無い話。
オバマ大統領の「チェンジ」「スマートパワー」が日本には無関係であることを証明。

クリントン国務長官「今日調印した協定は、だれが政権についているかに関りなく、二国間の協定である。大部分はブッシュ共和党大統領下で交渉されたが、オバマ民主党大統領の下で実行される。日本も同様にするよう望む。」　自民党政権の崩壊を予定したもの。
いくつかのトリック
①　「沖縄駐留米海兵隊員8,000人をグアムに移駐させる」というトリック。

　定数は18,000人。それを10,000人にするということ。つまり10,000人は駐留継続。しかも、現在の実人数は13,000人。したがって、出て行くのは3,000人だけ。

　しかも、「常に駐留海兵隊人数は変動する。」つまり、必要となればいつでも増やすということ。

②　「沖縄住民の苦痛を軽減するため」．．．こんなのウソッパチ。沖縄の新基地建設が移転の条件。
「普天間飛行場（宜野湾市）の代替施設の完成が条件」。名護市の基地新設を強制。
　　グアムは日本、ハワイ、朝鮮、中国、東南アジアのいずれからも等距離。そこに海兵隊を置くことで、地球規模の対テロ抑止力を強化できる。後述⑤
③　「隊員8,000人と家族9,000人がグアムに移転しても、米兵用の家族住宅はそのまま米国が保有する。」　その心は．．．「別の所から家族がやってくるから。」
④　ⅰ.政府支出28億ドル（軍事施設建設）　ⅱ.政府出資15億ドル　ⅲ.民間融資（政府保証）18億ドル。　　ⅱ、ⅲは家族住宅や上下水道建設費用。家賃、水道料で回収し、50年後に返済する。
5 グアムの現兵力：空軍海軍6,500人。これに加えて、沖縄海兵隊の移転、原子力空母寄港能力、陸軍ミサイル防衛部隊配備を進め、総兵力20,000人に増強。

オバマ政権は、軍事予算の削減に着手。グアム基地強化自体先行き不透明。費用は日本頼み？？
